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An analysis based on an economic knowledge of Japanese employment practice
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　The purpose of this paper is to discuss the structure of the teacher personnel system of public school in Japan theoretically based on an 

economic knowledge of Japanese employment practice which the theory of comparative institutional analysis has.  From the discussion, 

this paper shows there is a institutional complementarity between the long-tem employment of the teachers and the personnel changes 

over a prefectual area in Japan as well as the absence of external labor markets, which is distinctive in Japanese employment practice.
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１　課題設定

　本論文では，日本における現行の公立学校人事制度

の構造について，日本型雇用慣行に関する経済学の知

見に基づいて，その特徴と問題点を理論的に検討す

る。これにより，教員人事制度中の都道府県教育委員

会が任命権を有する結果生じる，教育委員会による集

中的人事管理と広域人事制の部分が，教員の長期雇

用（労働者が転職を行わず特定の企業等で定年まで雇

用され続けるという日本の大企業に特徴的とされる

（た）慣行，いわゆる終身雇用のこと。）の安定的な実

現に寄与していることを理論的に示唆する点が重要で

ある。

　現在，日本の教員の労働環境は社会的に問題となっ

ている。近年指摘されてきた多忙化の実態はついに

「ブラック化」として広く一般に知られるようになり，

業務の縮小など「教員の働き方改革」の必要性が叫ば

れている。一方，このような問題に加え，学校を取り

巻く環境の構造的な変化として，2015年12月の中央
教育審議会（中教審）答申「これからの学校教育を担

う教員の資質能力の向上について」（中教審第184号）１）

では，教員の大量退職・大量採用に伴い，年齢，経験

年数の不均衡による弊害が生じるといった問題も指摘

されている。こうした問題に対し，同答申では，具体

的方策として教員のキャリア・職能開発に当たって，

それを養成段階からベテラン段階までの一貫した見通

しを持って体系的に行うことを提言している。

　だが，このような方策からは，教員が教員として採

用されてから定年まで転職せずに在職し続けることを

自明視し，かつ，前提としていることが窺えるが，教

員業務の「ブラック化」が進んでいる以上，このよう

な前提が今後とも成立し続ける保証はない。そもそ

も，日本の場合，教育職の「特殊性」に由来する教員

の終身在職権（テニュア）が制度的に確立しているわ

けではなく，公務員一般に対する身分保障として一方

的な事由により解雇されることがないに過ぎない。一

方，当然ながら，教員が教員を辞める自由は，それを

行使しない／できないにせよ，否定されない。何れに

しても，日本ではこのような状況がありながら，教員

には教員としての安定的な長期雇用慣行が，少なくと
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も「指導力不足教員」の免職規定（地教行法47条の２）
が導入されるまで，実態として確立してきた。この点

を考慮すれば，なぜ従来，日本の公立学校には安定的

に長期雇用が成立してきたのか，を制度的な観点から

検討する必要が生じるだろう。しかし，日本における

教員人事制度を論じる研究は，代表的な佐藤・若井編

（1992），川上（2013）をはじめ，広域人事制のもつ
異動の側面は注目されるが，長期雇用については必ず

しも意識的な分析は行われない。

　さて，この問題を考える上で考慮しなければならな

い点であり，かつ，また１つの回答を提示することに，

日本における大企業の常用雇用慣行が長期雇用を前提

としていた，すなわち，日本の場合，労働市場自体が

長期雇用を念頭においたシステムを持っていたという

問題がある。つまり，労働市場全体が長期雇用である

から，その一角を占める職種である教員もまた長期雇

用になることは，ある種当然のことと推論できる。し

かし，そのような経済システムが日本で安定的に機能

していたのは1990年代初頭までのことであって，依
然，長期雇用慣行が残存していると言っても，この30
年で労働市場は流動的になりつつある。この事実に注

目するとき，教員の長期雇用慣行が単に社会全体の労

働市場の状態に依存して形成されているのであれば，

労働市場全体の流動化に伴い，それはいずれ崩壊する

恐れのあるものという見方も成立しうる。しかし，こ

のような主張をするにしても，教員の雇用慣行すなわ

ち人事制度のあり方が，一般の企業のものと共通して

いるとみなしうるのか，あるいは，全く異なるものに

よっているのかを明らかにしておかなければ，教員制

度が労働市場から受ける影響を適切に評価することは

困難であろう。そこで，本稿では，日本型企業の長期

雇用慣行がいかなる構造と特徴を有していたかという

観点から，日本における教員の長期雇用慣行の制度的

特質について論じることにしたい。

　以上の課題設定を踏まえ，以下，本稿は次のように

構成する。次章では日本型雇用慣行の制度的特徴につ

いて，比較制度分析が主に1990年代までに提示した
理論的知見を参照し，整理する。これを踏まえ ,３章
では，現在の公立学校人事制度が，職能開発の点を含

め長期雇用に資する制度構造をなしていることを論じ

る。なお ,２章・３章の議論は日本の雇用慣行および
教員人事制度に焦点を当てたものであるが，日本とは

異なる市場型の人事慣行も理論的な観点から一部言及

される。４章では，本稿の示唆に基づく考察を行うが，

ここでは，このような日本における教員制度が孕む問

題点と，一方で，公立学校にこのような人事制度が成

立する要因の１つとして制度的補完性の観点から学習

指導要領の存在を指摘する。

２　日本型雇用慣行の制度的特徴

Ａ　比較制度分析の枠組み

　本論で参照する比較制度分析（comparative institu-
tional analysis）とは，青木昌彦を中心に体系化された
制度経済学の一理論である。これは，国や地域により

異なる経済システムの制度的多様性の安定的存立構造

や発展過程を究明することに関心があり，ゲーム理論

に基づく制度モデルの構築と歴史情報・比較情報をも

とに複数均衡の選択を検証するという方法をとる（青

木 2001）ものだが，本稿では，比較制度分析が有す
る知見を用いて立論する。もともと比較制度分析は，

「教科書的な」（新）古典派経済学モデルはアメリカ型

の経済システムをある程度近似的に表現するものの，

日本の経済システムは十分に説明しない，しかし，こ

れは，必ずしも従来指摘されてきたような日本という

固有の文化的な背景に由来する特殊なものではなく，

アングロサクソン系のシステムと同様に，市場経済に

おいて経済合理的に成立可能な一類型であると論証し

たことに始まる。これにより，1990年代初頭まで少な
くとも安定的に機能していたいわゆる日本型雇用慣行

は，戦時動員体制に由来し，戦中・戦後（特に高度成

長期）の人材不足への適応過程で成立，高度成長に極

めて有効に機能する制度発展を遂げていった（青木・

奥野編 1996）。そして，研究の進展とともに日本の経
済システムの安定性を担保していた諸条件が変化した

ことで，それが十全に機能しなくなってしまったこと

を論証していった（松尾 2014：５章）。本論では，こ
うした知見を参照するが，本項では本論において必要

な諸概念を整理しておく。

　まず，比較制度分析において，制度はゲーム理論の

均衡に基づいて概念化される。すなわち，制度は，あ

る行動主体の集まりが，それぞれ他の主体の行動に関

する予想にもとづいて，繰り返し行動する場（ドメイ

ン）において回帰的に生じ，またこれからも生じるで

あろうと互いに期待（予想）されているような，プ

レーの状態の際立ったパターンをいう（青木 2014：
197）と定義され，「集団的に共有された予想（shared 
belief）の自己維持的なシステム（青木 2001：201）」
と端的に表現される。特に，「集団的に共有された予

想」という部分が重要で，制度は，社会において実際
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に機能し，大部分の成員にとってそのようなものと認

識され，それに従って行動することで，その機能が強

化，維持されて初めて「制度」たりえる。すなわち，

比較制度分析における「制度」観は，一般に制度と呼

ばれる政府の政策手段を指す以上の意味を有する。政

治学，行政学などと同様，教育（行政）学において制

度と言えば，法制度を指すのが通例であるが，必ずし

も公的部門を対象としない経済学においては制度が法

に規定されているものとは限らない。社会一般に見ら

れる企業の慣行，例えば長期雇用「制」などは「制度」

と認識されるが，これは自生的に形成された秩序であ

り，公権力の意図的な設計によるものではない。この

ようなものを議論の対象とするため，比較制度分析の

「制度」はこのような定義を必要とするのである。

　そして，このような「制度」は同じ条件下でも代替

可能なパターンが複数存在しうる。これは複数均衡と

呼ばれるもので，例として道路の車両右側通行／左側

通行（青木・奥野 1996：28-29）などがよく引き合い
に出される。これはゲーム理論モデルでは複数均衡解

に相当するが，いずれの解が特定の社会環境に現れ

るかは理論的には説明され得ず，これは社会が置かれ

た歴史等の条件に依存するとする（経路依存性）。ま

た，このように発生する複数均衡は，以下に述べる制

度的補完性もあり，いずれの制度が効率的であるかと

いった単純な比較は必ずしも可能ではない。制度的補

完性２）とは，ここでは，長期雇用と年功賃金のよう

な性質の異なる制度間の関係において，一方の制度が

もう一方の制度の成立条件ないし存在事由となってお

り，その存在により追加的な制度的利益がもたらされ

ることで，双方の制度の機能が強化されるという理論

的に示される関係を指す。各制度間にはこうした制度

的補完性が存在するので，ある制度の存在は，別の制

度の代替可能な制度形態のうち補完的な制度の発生を

誘発し，補完的な制度配置が実現されたとき，各制度

の安定性が高まる。一方で，これは制度変更を容易

にさせないという問題へと直結する。（青木・奥野編

1996：35-36，325-333等）

Ｂ　日本型雇用慣行の制度

　次に，日本型雇用慣行の理論を示すが，紙幅を考慮

し，その要点のみを論じる３）。提示される理論型の日

本型雇用慣行とは，長期雇用を核とした企業内資源配

分４）システムを指し，新古典派の企業理論が想定す

る企業システムと対比される。（青木・奥野編 1996：
５章２節）なお，以下「日本型企業」とは日本型雇用

慣行をモデル化した理論的な企業像であり，「アメリ

カ型」とは，概ね新古典派が想定する企業システムに

対応する。

　まず，「長期雇用」とは，大企業常用男子の，新卒

で入社後定年まで同一企業で就業する比率が相対的に

高いという事実上の慣行を指している。「長期雇用」

と言っても途中で解雇される可能性はあり，この慣行

は，「①労働者の大部分が，定年まで同じ企業にとど

まる方が有利と考える。②企業は労働者の大部分を新

卒者から採用し，途中でレイ・オフする比率が低い」

という企業と労働者のインセンティブに支えられてい

る。なお，ここでのレイ・オフとは，景気変動など外

部要因を含む企業側の都合による解雇を意味する（同

123-124）。そして，このインセンティブを支えるのが
「年功賃金・退職金と（内部）昇進」と「文脈的（企

業特殊的）技能形成」であり，この２つと「長期雇

用」とは制度的補完性の関係にある（同130-135）。「年
功賃金・退職金と昇進」であるが，このうち「年功賃

金」は「同一企業での勤続年数が長くなるほどその労

働者の受け取る賃金が増加するような賃金体系」（同

125）を指すが，日本の場合，「労働者への報酬はその
労働者の企業における地位に大きく依存し，その地位

を規定する昇進は勤続年数と査定に依存する。また日

本では労働者の生涯賃金に占める退職金の比率が他の

先進国に比べて非常に大きい」（同）。そして，この賃

金体系では短期的には限界生産性と賃金とに乖離があ

る（同138）。すなわち，入職当初の賃金を限界生産性
より抑制し，入職後一定の時間が経過した時点からは

それを上回るように設定される５）（同130-133）。一方，
「文脈的（企業特殊的）技能形成」とは，OJTやトレー
ニングを通じて形成される企業内部において情報共有

を行う（ただし，企業を越えては通用しない）ための

技能形成を指し，「機能的（一般的）技能形成」と対

比される。こちらは，職務の機能に応じた特定の情報

処理に特化しているが，企業を越えて通用可能な技能

であり，正式なトレーニングを通じて形成されるもの

と理論上定義される（同78）６）。
　そして，これらの３つは，次のようなメカニズム

で機能する。まず，「年功賃金・退職金」は，将来的

な報酬を期待させる「人質」として機能し，従業員

の離職を防ぐことで長期雇用を促進し，「昇進」によ

る，より大きな報酬を提示することで労働のインセン

ティブを与える。（同130-133）次に，「文脈的技能形
成」との関係では，労働者が現在有している技能は特

定の企業でのみ通用する技能であるため，労働者は転
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職先の技能を有しない。そのため，企業は転職者への

評価を下げるので，従業員には転職しないというイン

センティブが働く。企業の側から見ても，文脈的技能

形成を行うには時間的にもコストがかかり，レイ・オ

フを行うと新たにそのコストを負担しなければならな

い。従業員にも，長期雇用を前提にするからこそ，文

脈的技能を身につけるという誘因が働く。こうして，

長期雇用が成立することで，転職者が求職を行う外部

労働市場が成立しなくなり，外部からの労働者の供給

は，新卒者の新規入職時の一括採用を除いてなくな

る。（同134-139）そのため，企業内での人事配分が行
われることになり，内部から人材を昇進させて登用し

ていくことになる。

　さらに，この「文脈的技能形成」であるが，この形

成に対しては上記の他に，理論上，次のような制度的

補完関係が指摘される。まず，日本型企業では，労働

者一人一人の仕事の責任権限が不明確，すなわち「職

務区分の曖昧さ」という特徴がある。これは，仕事の

分担，責任が明確に区分されるアメリカ型とは対照的

であり，日本型企業には，職務上の権限のうち実質的

にヒエラルキーの下層部分に委ねられているものが多

いという特徴もあるとされる。そして，職務区分が曖

昧なので，労働者に適切なインセンティブを与えるた

め，熟練の度合いを評価する客観的・公正な基準・方

法を作成することが重要で，人事部門の権限が非常に

大きい点も指摘される（同126–127）。次に，定期的
に人事異動を行う「ローテーション人事」の慣行であ

るが，これは，次の機能を持つ。１つは，従業員が昇

進の過程で多くの職務を経験することを通じて，文脈

的技能形成を促す（同126）。もう１つは，従業員の怠
慢等を防止するため，また公正な評価を行うための，

モニタリングの機能である。これは，同じ監督者と同

じ従業員が長期に亘って同じ職場にあることで生じう

る両者の結託等を防ぐ意味がある（同119）。そして，
こうした人事異動や評価，また育成を行うために「集

中的な人事管理」が要請される（青木 1988＝1992：
60-62）。この人事管理の下で明確に職務区分を定めな
いからこそ，企業内での定期的な人事異動も可能なの

である。

　また，組織の情報構造に着目した場合，文脈的技能

形成は，情報共有型のシステムに補完的であって，機

能的技能形成が情報分散型のシステムに補完的である

ことと対比される（青木・奥野編 1996：88）。これは，
複数の業務部門間とそれを統括する経営部門との間に

おけるコーディネーション（望ましい資源配分のため

に情報を共有または分有するかという問題（同41））
のあり方に対する効率的な情報構造を問題とする。そ

して，各部門間の技術的補完性が高い場合はコーディ

ネーションが重要となるため共有型のシステム（情報

同化システムと水平的ヒエラルキー）が，部門間の競

合性が高い場合は分散型のシステム（情報異化システ

ムと情報分散化システム）７）が情報効率であり，また，

そのような業種において比較優位があるとする。情報

共有型のシステムには，知識を共有し，現場で発生し

た問題に対し，可能な限り現場の者で共同して対処す

るような特徴があり（同２章），この共有情報から判

断を行うための技能として，文脈的な技能形成が必要

となるのである。

　こうした点からも，日本型企業では複数の従業員間

からなるチーム全体で共同責任制をとり，チームの協

調性が重視されることとなる一方，従業員１人あたり

の仕事の責任や権限が曖昧化する。ここに見られる従

業員が相互の仕事を手伝うこと（ヘルプ）が，有益に

なる要因の１つに仕事の補完性（これは生産技術の補

完性と努力費用の補完性に区分される）が指摘される

が，こうしたあり方では，個人の生産性に基づく契約

はできない８）。また，他人に負担を押し付けるフリー・

ライダーの問題も生じる。しかし，業績の相対比較は

従業員間の競争的関係につながり，協調的関係につな

がるヘルプと同時に有効利用することはできないト

レード・オフの関係にある。この点，日本型企業では，

長期的雇用を前提とすることで，このトレード・オフ

の関係を弱めて協調的なインセンティブを引き出し，

また，昇進という地位を巡る競争のインセンティブが

生じる「同期」を同一の職場に配属しないようにして

いるとされる（同108-120）。
　このように日本型雇用慣行とは，長期雇用，年功賃

金・退職金，昇進，OJT中心の文脈的技能形成，権限
の大きな人事部門の存在と集中的人事管理，新卒一括

採用と外部労働市場の不在，曖昧な職務区分，ロー

テーション人事，協調的な従業員関係，情報共有型組

織といった相互依存的な諸制度９）が補完的に機能し

て成立していたシステムを指すのである。以上の議論

を踏まえ，次章では，日本型雇用慣行の観点から教員

人事制度を検討しよう。

３　日本型雇用慣行と教員人事制度の対応

Ａ　教員の技能形成

　上述の通り，日本型雇用慣行の核には「文脈的技能
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形成」があったが，まず，これを教員の技能形成に当

てはめて考察してみたい。とはいえ，そもそも教員の

技能形成がこうした区分に馴染むのかという問題があ

る。教員に必要とされる技能とは，大雑把に言って学

校という場で指導を行う技能であると捉えれば，遍く

学校に通用する機能的技能であるという見方もできる

が，その技能が学校以外の職場で通用するかと言えば

そうではないという点で文脈的技能であるという見方

もできる。このような意味で，原理的にいずれか一方

であると決定することはできない10）。だが，これを念

頭に置きつつも，日本の場合は，教員の技能を明らか

に文脈的に形成していると考えることができる。ここ

で特に重要となるのが，「職務範囲の曖昧さ」と「昇進」

である。

　はじめに問題とするのは，日本の教員が抱える「職

務範囲の曖昧さ」である。ちなみに，教職論において

一般に教師の仕事には「無境界性，複線性，不確実

性」があると指摘する中で職務の曖昧性が取り上げら

れる11）が，ここで論点とするのはこうした教育学の

理論上の視点ではない。ここで論じる日本の教員の職

務範囲が曖昧であるというのは，（管理職を除く）教

員には，その人物が有する免許に対応する学校種・教

科等に関わる校内の職務は何であれ担当しうることが

期待され，それを念頭に雇用されており，必ずしも，

それ以上，機能的には細分化していないという点を指

す。つまり，免許を有する校種・教科のいずれかの学

年さえ担当できれば良いというのではなく，免許を有

する校種・教科は当然として，進路指導等それ以外の

職務についても担当することが求められている。もち

ろん，キャリアを重ねる中で当人の職務との相性や技

能等からある程度の分化は起こるだろうが，入職の時

点では，「免許を有する校種・教科について学校で職

務遂行する能力」を有するかどうかが求められている

に過ぎず，決して，それ以上に機能的に分化した技能

を有するか否かを労働市場（新卒市場）から求めてい

るわけではない。これが，文脈的技能形成によってい

ると判断される一つの理由である。

　次に，「昇進」であるが，教員の場合，それほど職

階が階層化されている訳ではなく，賃金と直結した明

確なランクヒエラルキーがあるとは言えない。また，

すべての教員が管理職に登用されることを労働のイン

センティブとしているわけでもないので，長期雇用を

十分に補完するほどには機能しない。それでも，この

観点は，日本は教育職の上級職免許状が不在である点

で重要となる。戦後改革による当初の教育職員免許法

では，教育長・指導主事・校長の免許制が導入された

ものの，これらの免許はすぐに法改正で廃止され，教

育指導職の登用に特別な資格は不要となった。そし

て，これらの職をいかにして充足するようになったか

と言えば，一般の教員から選抜を行って登用していく

形式となった。一般の教員から，教育委員会の指導主

事を経て管理職になり，場合によっては教育長にまで

就任することもあるというような教員のキャリアルー

トが形成され，「制度」化したのである。

　なお，一部の自治体に見られる，管理職の推薦がな

ければ試験を受けられない制度に対して管理職登用試

験の公開性を問題視する指摘もあるが，現任の管理職

による人事評価をもってその人物の「文脈的技能」の

熟練さ12）を有効に担保していると判断される限りにお

いては，上級職に免許制を採用しない以上，そのよう

な仕組みを持つことは決して不合理なものとは言えな

い。反対に，次節に論じるように，教員の外部労働市

場が不在で，事実上，人事の「組織内」資源配分が行

われている点から考察すれば，上級職の免許制を採用

する際に要する人材育成コストを要しないため，むし

ろ学校管理職が日常的に行う人事評価に基づいて適切

と思われる人物を選抜した方が効率的とさえ言える。

その意味で，「推薦」が，免許に替わる質を担保する１

つのシグナルとなっているという見方が可能である。

Ｂ　広域人事制と教育委員会

　第２に注目するのは，広域人事制が敷かれ，都道府

県・政令市教育委員会による集中的人事管理が行われ

ているという点である。これは，設置者が主に都道府

県となる高校の教員を都道府県教委が管理しているこ

と，県費負担教職員制度によって義務教育諸学校の教

員が都道府県・政令市教委により管理されるという単

なる公的な制度の帰結に過ぎない。だが，これにより，

教員の外部労働市場が不在になり，教員を都道府県・

政令市単位に組織化して，定期的な人事異動を実現し

ている。

　そもそも，教員は免許保有者のみで構成する職務で

あるので，公務員だろうと，まさに「専門職」の市場

として，他の職務が長期雇用型の状況であっても，原

理的には常に一定の失職者が発生しうる新古典派型の

労働市場を，労働市場全体からは切り離された形で形

成することが可能と考えられる。例えば，日本の現行

制度とは対極に位置する，学校ごとに教員が各学校と

直接雇用契約を行うという制度状況ならば，求職者は

各学校の教員募集を探すという形になるので，そこに
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教員の労働市場が形成されることになろう。しかし，

現行制度では，教員の採用・任命は都道府県・政令市

単位で行われ，良くも悪くも各学校と教育委員会の関

係が，実態として，業務部門と管理・経営部門，行政

的に捉えれば，学校は教委の出先機関というように組

織化されているために，各学校は相互に人事異動可能

な構造となっている。当然ながら，県費負担教職員制

度のために賃金決定も学校ごとになされるわけではな

いので，給与の面からも問題を生じない。このような

形で教員の管理を都道府県・政令市単位で集中的に行

う結果，教員の外部労働市場も発生しないのである。

　そして，この制度を教員の側から見た場合，問題が

ない限り，基本的に失職する可能性は低いが，定年ま

で同一の学校に勤務し続ける可能性も極めて低く，数

年後には別の学校に異動する（そして，それを繰り返

す）ものという予想を与える。これは，前節の議論に

も繋がるが，域内のどこの学校でも，配属された学校

で与えられた職務を担当できるようにならなければな

らないという予想を与えることになるので，文脈的技

能の習得を促すインセンティブとしても機能するだろ

う。

　加えて，前節で教員にはほぼランクヒエラルキーが

ないことに触れたが，人事異動の観点では，教員の

場合，これが利点となっている可能性がある。一般

に，民間であれ，官庁・自治体であれ，ランクヒエラ

ルキーを労働者のインセンティブとする場合には，そ

の構造上，地位が高くなるほど「椅子」の数が少なく

なるため，システムの維持のために敗者を追いやり，

最終的に１人だけを選抜する方法に対応した慣行――

民間であれば関連会社への転籍出向，中央のキャリア

官僚であれば「天下り」――が必要となる。一方，教

員の場合，そのようなヒエラルキーがないため，年齢

に関わりなく，空いたポストを埋めることが可能にな

る。学校統廃合等で減員が生じた場合も，解雇ではな

く異動で組織内対応し，新規の採用や登用の部分で過

不足の調整をすれば良い。新設時の増員の場合も同様

である。

　また，日本の場合，管理職も比較的短い任期で異動

させられることが知られているが，これは，経済的に

見れば，管理者と従業員が常に入れ替わることで，両

者の結託を防ぐ，そして，従業員を適切に評価しうる

可能性がある経済上合理的な「制度」となりうる。

Ｃ　教員の長期雇用と日本型雇用社会

　ここまで論じたことから判断して，現行の教員制度

の構造は文脈的技能形成の方法によっており，定期的

に人事異動を行う集中的な人事管理システムを持って

いるという点で，日本の教員は，単に公務員だからと

いうだけでなく，制度内在的に，ある程度合理的な長

期雇用型の雇用システムの特徴を備えていると考えら

れる。特に，ここで検討した諸特徴のうち法制として

定められている，義務教育であれば県費負担教職員制

度に関わる部分が，外部労働市場の不形成に重要であ

るため，教員の長期雇用の安定化に極めて寄与してい

ると考えることが可能である。従って，その意味で教

員の長期雇用と県費負担教職員の人事制度の間には，

制度的補完性があると言える。

　しかし，当然，日本の場合，少なくとも高度成長期

以降は，労働市場全体が長期雇用型であったという点

も考慮しなければならない。なぜなら，転職市場の不

在により，教員の中途退職を行うインセンティブが抑

制されてきた可能性が高いと考えられるからである。

その意味で，日本の教員の長期雇用は，日本型雇用慣

行が支配する社会に置かれたことによっても強化され

ており，二重に長期雇用の安定化がなされてきたと判

断できる。

４　理論的示唆と考察

Ａ　雇用慣行から見た教員人事制度の論点

　以上に議論してきた通り，教員人事制度も，日本型

雇用慣行の特徴から経済的に捉えられる部分が多い。

冒頭で本稿の課題として掲げた，日本における教員の

長期雇用の安定化は，日本型雇用慣行の特徴である流

動的な外部労働市場の不在にも起因していることが理

論からは明らかである。従って，教員人事制度の問題

点を考察する上で，今やその逆機能が目につく日本型

雇用慣行の問題点から多くの示唆を得ることが可能で

あるだろう。

　例えば，前章では議論に入れなかった「年功賃金と

退職金」の問題がある。財政難の影響もあって，今や，

公務員の俸給も下がることはあっても上がることはな

いというような時代であるため，もはや昇給が労働の

インセンティブになっているとは言えない。その一方

で，依然，教員にとっても，退職金が「人質」として

の機能を有していることは ,2013年１月から２月にか
けて埼玉県等で条例改正に伴う退職金の引き下げで

定年を迎える教員が年度末を待たずに退職する問題13）

が発生したことからも明らかである。当時，教員とし

て無責任であるという批判14）もあったが，これが経
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済的には極めて合理的な行動であることはいうまでも

ない。

　また，今日では，教員の多忙化・過重労働が問題視

される中で，給特法がその見直しを含め注目されてい

る。もちろん，適切な超過勤務に対する報酬の支払い

がなされるべきであるが，本稿で指摘した日本型雇用

慣行が抱える根源的な職務範囲・権限の曖昧さという

問題に配慮を行わなければこの問題を解決することは

難しい。そもそも，ブラック労働の問題も，現在叫ば

れている働き方改革も，いずれも民間企業も課題とす

る日本社会の構造的問題であるはずで，教員だけに特

別な問題ではない。しかし，教員が民間に比べ厄介な

のは，給特法の論理自体にも垣間見えるように，こう

した状態を安易に「教職の特殊性」と称して，結果的

にこれを助長し，積極的に正当化するような状況があ

る点である。その意味では，教員の職務範囲を見直す

ことが不可欠であるだろう。

　そして，本稿の議論，特に技能形成の視点は，教員

の「専門職」化に関しても一定の示唆を与え，考察を

迫るものである。日本の場合，諸外国に比べ，教員

の「専門職性」というものが理解されがたい傾向があ

るとされるが，ここまでの議論を念頭におくと，教員

の技能形成のあり方が，企業一般の雇用システムとか

なりの部分整合的な特徴を有している点にも問題があ

ることを認識する必要があろう。なぜなら，この条件

のために，企業一般の職と比較して「専門職」と認識

するに足る明確な特徴が少なくなるからである。技能

形成のあり方は，どちらも「文脈的技能形成」である

ことに変わりはなく，いかに教員に特殊な技能形成が

あることを主張したとしても理解されない恐れがあ

る。しかも，一般職の公務員とも異なって，ランクヒ

エラルキーがほとんどないため，その意味での昇進を

めぐる競争もなく，公務員の身分保障を受ける教員は

「もっと競争的な環境に晒されなければならない」と

批判されても有効な反論ができないことになってしま

う。仮にここで「教職の特殊性」を持ち出せば，教員

の負担が一層大きくなる恐れがあることは先に触れた

通りである。この意味で適切な議論を行うためには，

今日，日本の教員が置かれた状況は，日本型雇用慣行

に置かれたことにより生じている可能性があることを

認識する必要があろう。

　しかし，こうした日本型雇用慣行が有している諸特

徴が全て教員制度にとって改善すべき問題であるとは

言い切れない。２章で論じたように，理論的に見ると，

文脈的技能形成や長期雇用は，情報共有型の組織と補

完的であり，そのような組織は部門間の補完性が高い

業種に優位性があるとされる。この点を踏まえると学

校内の組織構造は，同一の生徒に対し複数の教員が関

与するという意味で，部門間または仕事の補完性が高

い性質を有する以上，情報共有型が望ましく，現行の

教員制度の構造の方がそのような組織を形成しやすい

可能性が示唆される。反対に，短期雇用的で機能的技

能形成が行われている社会15）では容易には達成し難

いことが示唆されているのであって，そのような環境

で情報共有的な学校組織構造を実現するためには，ま

さに「専門的」な技能形成を行わせるための制度設計

が求められることとなろう。このような点では，むし

ろ現在の教員人事制度の枠組みを維持し，集中的な人

事管理の下に広域人事制として定期的な人事異動を行

うことで，長期雇用を安定的に担保するようにした方

が望ましいとさえ考えられるのである。さらに付言す

れば，いくら多忙化が問題だからと言って，安易に職

務範囲を限定して，業務の外部化などを行ってしまえ

ば，従来教員が担っていたことによって容易に達成さ

れていた組織内の情報共有機能の低下が起こる可能性

もある。こうした観点に立てば，多忙化に対し，正規

職員の増員という方法も妥当な選択肢として積極的に

検討されてしかるべきではあるが，財政の現状からは

実現性はあまりに乏しい。これが，今日，教員人事制

度が直面している問題の厄介な面であると言えるだろ

う。

Ｂ　学習指導要領との制度的補完性

　ところで，ここまで教員制度にのみ注目して議論を

行ってきたが，現行の人事制度の核にある広域人事を

行うことは，本来，教育経営上は教育課程管理におい

て問題があるというべきである。学校教育は，制度と

して，複数の年度に亘って計画された教育課程を履修

ないし修得することで修了を認めることになっている

ためで，特定の学校の同一の学年集団に対しては同一

の教員集団がその期間を担当することが，原理的には

最も一貫性の高い教育課程の提供を保障すると言える

だろう。その点で，教育課程の管理を完全に学校に基

盤をおいて行う場合には，教員人事は学校の意思にお

いて動かせるような制度設計にしておいた方が良いと

考えられる。万が一，外部機関の決定等で校長以下全

ての教員が一斉に異動・転任を余儀なくされ，新年度

からはスタッフが一新されるという状況が生じたとき

に，学校ごとで教育課程管理を行っていると，残され

た生徒の学習状況を把握したものが教員の側に一人も
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いないまま新年度からの教育を実施する必要に迫られ

るからである。

　さて，日本の現行制度では，学校に任命権がないた

め，このような全面的な異動が発生する恐れは否定さ

れない。もちろん，制度上，校長の意見具申，義務教

育であればさらに市町村教委の内申を経て，教員の異

動は行われることにはなっているが，例えば校長の判

断で数学科の全員を一斉に入れ替えるなど，教科単位

で見ると実質的にこのような異動が生じた状況になる

可能性もあろう。だが，言うまでもなく日本の現行制

度下では，こうした異動が生じたところで，教育課程

の連続性に著しく混乱を来すことはない。なぜなら，

学習指導要領により，最低限の基準は全国的に統一管

理されており，それに基づいて編集された教科書の使

用が義務付けられているからである。特に義務教育段

階に顕著であるが，例えばある年の中学２年生で学習

する内容は，その年に配られた「教科書」に沿って行

われるべきで，中学１年生までの内容は，どこであれ

国内の学校に在籍している限り，前年までに履修され

ていることが制度の建前である。それゆえ，教員も新

学期に配属された学校で，その年に担当となった学年

の「教科書」の範囲を指導すれば，教育内容の最低限

の連続性は担保される16）。つまり，現行の教員制度に

おいて広域人事制が問題なく成立しているのは，教育

課程の基準管理が学校の外部機関によって広域的に行

われており，学校ないし教員の教育内容決定権が大き

く制限されているからに他ならない。学校単位での教

育課程に対する裁量が小さいからこそ，容易に教員を

異動させることが可能になっているのである。反対

に，教員を頻繁に異動させないのであれば，学校間の

教育内容の水準差等を不問とする限り，このような外

部での教育課程の管理を行う必要性は低下する。この

点において，教員の広域人事制と学習指導要領および

それと連結した検定教科書との間には，制度的補完性

の関係があると言える。

　従って，前節までの議論において，教員の長期雇用

の安定化に対し，教委による集中的な人事管理と広域

人事が補完的であることを論じたが，これに本節での

議論を加味すると，理論的には，学習指導要領という

制度の存在もまた教員の長期雇用の安定化に一定の役

割を担っている可能性があると判断できる。これはあ

くまでも理論的な示唆にしかすぎないが，いずれかの

制度の変更を試みるのであれば無視できない論点とな

ろう。

Ｃ　本稿のまとめ

　以上，本稿では，紙幅の問題から不十分ではあるが，

日本型雇用慣行の観点から公立学校人事制度の特徴に

ついて検討し，教員の長期雇用に対し，都道府県・政

令市教育委員会が任命権を持って人事を行う広域人事

制の特徴が，制度補完的な構造を有していることを示

唆した。そして，これが可能な背景には，教育課程等

の諸制度のあり方も無視し得ないことを指摘した。こ

れが本稿から得られた知見であるが，本稿には次のよ

うな課題がある。

　まず，当然ながら，本稿の分析は理論モデルに基づ

く理論的な検討でしかない。そのため，教員の長期雇

用慣行の歴史的形成過程や実態については一切議論し

ていないため，理論と実態との乖離の測定を含め，そ

うした実証が必要である。同時に，もはや日本型雇用

慣行が逆機能している現在において，こうした理論的

示唆がもはや通用しない状況に陥っている可能性もあ

り，その場合，本稿の議論には限界があるだろう。加

えて，一般の公務員の制度との比較があまりできてい

ないため，この点も課題となる。また，本稿では，教

育委員会と学校の関係に関する議論を十分にし尽くし

ていないが，これらについても本稿で示した理論枠組

みの中でさらに検討できる可能性が考えられる。例え

ば，比較制度分析ではかつて「人事集権・情報分権」

という双対性原理17）が作業仮説として導入されたが，

こうした点から教委・学校間関係のあり方について何

らかの示唆が得られるかもしれない。

　最後に，現在岐路にある教員制度に対して本稿の議

論から導かれる政策的示唆について述べておく。それ

は，抜本的な改革を目指すのではなく，現行の制度枠

組みを維持する上でも，技能形成の観点から見て，教

員のより一層の「専門職」化を図ることが１つの選択

肢となるというものである。今後，流動的な労働環境

が出現した場合，その対応として ,１つには教員も長
期雇用型を改め，流動的な労働市場型に変えるという

方法がある。この場合には，教員の専門性を担保する

ため，上級職の免許制の整備も含め，資格任用制を徹

底する必要がある。一方で，教員以外の職種が流動的

な労働市場を形成するようになったとしても，教員の

場合は，情報共有的な判断を必要とするという職務上

の特性に従って，一般の労働市場から教員の労働市場

を切り離し，それとは異なる長期雇用を前提とした

「制度」を維持するように運用することも考えられる。

この場合には，最低でも現行の免許制を堅持し，長期

雇用に見合った技能形成を行わせる必要がある。この
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ように，流動的な労働市場の出現を仮定した場合，何

れにしても一般の労働市場から教員を切り離しておく

重要性が高くなるのである。そして，日本の場合，明

らかに後者の方がコストは小さいと考えられる。しか

し，その場合にも，その過程で業務の取捨選択は必須

であり，適切な処遇へ改善する必要はある。そして，

これが最も困難であろうが，教員の場合は，労働の性

質上あるいは教育上の効果から見て，一般の労働市場

から切り離されておかなければならないという社会的

な合意を調達する必要もあろう。こうしたことによっ

て，理念的ではなく機能的な意味で，教員の「専門職」

化はなされるべきである。こうした判断は，あくまで

も経済的な知見に基づく分析から導出されている点に

も留意されるべきだろう。

注

１） http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/toushin/1365665.
htm（2018年９月20日閲覧）

２）ここでは，1996年時点での制度的補完性の定義に基づいてい

る。なお，制度的補完性の概念は本田（2016）の教育社会学の分

析にも現れているが，本論で用いる制度的補完性は，本田が用い

た「資本主義の多様性」論における制度的補完性の概念とは立場

が微妙に異なる。比較制度分析と「資本主義の多様性」論におけ

る制度的補完性の概念的差異と比較制度分析側からの批判は，大

島（2018）の前半を参照せよ。

３）理論的証明は指示する原典を参照せよ。

４）ここでは，労働配分の問題（誰がどのような仕事をするか）と

賃金スケジュールの問題（どのように報酬を支払うか）を指す（青

木・奥野編 1996：97）。
５）新古典派のモデルでは，労働配分は競争的な外部労働市場との

裁定関係で決定され，毎期ごとに限界生産性賃金が決定されると

する。そのため両者の乖離を利用した年功賃金や昇進は利用され

ない。（同136）

６）ただし，これらが明確に区分できるわけではない。また，後に

こうした区分により表現したことは「不都合であった」とも述べ

られている（青木 2010＝2011：72－73参照）。
７）ここに示した各システム類型の特徴と詳細は青木・奥野編

（1996：51－58）を参照せよ。

８）この評価が困難であるという点で，上述の「年功賃金」を採用

する意味が生じる。

９）この他にも企業別組合（文脈的技能形成と補完的）といったも

のも該当する。

10）ただし，明確に両方の側面を持っているという点では，教員の

技能形成が，教員が置かれた社会の雇用慣行と異なる方法で行わ

れる必要がある場合を示唆するものであって，その意味で教員は

「専門的」な技能形成を要求すると言えるだろう。

11）これらの概念については，秋田・佐藤編（2015：11－15）を参

照せよ。

12）必ずしも教員の技術的な専門性の高さを意味しない点に留意せ

よ。

13）民間との格差是正のため2012年11月に成立した改正国家公務員

退職手当法を受け，埼玉県が条例で２月から退職金の段階的な引

き下げを決定したことにより，教員89人を含む県職員120人が年

度末を待たずに減額前の１月末で退職を願い出た問題。これにつ

いて，減額は自治体の裁量であるため，実施時期を問題視する声

もあった。１月23日には，愛知県で同様の問題を抱えていること

が報道された。（『朝日新聞』2013年１月22日朝刊（埼玉１地方），

29頁，同朝刊，38頁，１月23日朝刊（埼玉１地方），29頁，同朝刊，

31頁）。

14）例えば，前注で示した１月23日（埼玉１地方），29頁の記事では，

上田清司・埼玉県知事が教員の退職に不快感を示したことが触れ

られている。

15）つまり，教育職においても昇進がなく，校長・指導主事・教育

長といった職位ごとに労働市場（＝機能的に分化）があったり，

学校単位で雇用（＝集中的な人事管理でない）したりする状況を

指す。特に労働市場の分化に対しては免許制の整備が重要な役割

を担う。

16）これは生徒の側から見ても利点があり，年度当初の転校であれ

ば，学修上は特別な配慮を要さずに編入を可能にする制度である

ことを意味する。つまり，現行制度は，人の空間的な移動に対し

ては問題を少なく対応できる性質を有すると言える。

17）「組織が有効であるためには，情報構造の分権性／集権性は，

人事管理の集権性／分権性と対になっていることが必要である」

（青木1988=1992: 61）というもので，現場の作業や調整の分野に
おける情報処理や決定権に関わる情報構造が分権的である場合

は，人事管理（人事配置の権限）は集権的である方が効率的で，

他方，情報構造が集権的である場合，人事管理は分権的である方

がよいことを意味する。「情報構造も人事管理も集権的であるよ

うな組織があれば，不必要に不経済で，権威主義的にすぎること

になるであろう。」（同）という記述がある。ただし，このような

現場対応型であることを，情報を管理部門に上げないという意味

で「情報分権的」とする表現は，後に本稿で言及した「情報同化

型」へと変化する。
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